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株式会社ひろぎんホールディングス

経済産業調査部

先行き懸念が広がる26年度の企業経営

～2026年度上期 経営者アンケート調査結果より～
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■調査概要・調査結果（ポイント）

 対象企業：広島銀行のお取引先企業のうち広島県内企業1,945社（県外企業の出先を含む）

 調査時期：2026年4月初旬～中旬

 調査方法：調査票を郵送し、WEBまたは郵送により回収

 有効回答企業：638社（製造業 172社、非製造業 466社）、有効回答率… 32.8%

 本調査の留意点：今回調査において調査対象企業の見直しを実施。回答企業のうち資本金5千万

円未満が約８割を占めており、中小企業主体の結果である点には留意が必要

【調査概要】

品質向上のためアンケートにご協力ください。

PCの方はコチラをクリック
※ ナインアウト株式会社が提供する
アンケートサイトへ遷移します。

• 最近の「自社の経営状況」DIは▲10.7％ポイントと前回調査（▲5.6％ポイント）から低下。6ヵ月程度先は▲21.3％ポイントと大幅な悪化見込。

• 米国関税政策の影響は全体として限定的。「イラン情勢の緊迫化」および「物価上昇」を懸念する企業は6割超。

• 26年度の正社員の賃上げは、4分の3を超える企業が「前年度と同程度以上」の賃上げを決定または検討中。

• 賃上げ機運は全体として維持されているが、防衛的賃上げも相当数。「イラン情勢緊迫化」等を背景とした業績の下押しと賃上げへの影響が懸念。

• 25年度に価格転嫁を「行った」企業は約6割。うち、コスト等のカバー率が「8割」に届かない企業は半数超。

• 労働時間規制の緩和について、約7割の企業が肯定的。賛成理由は「働きたい従業員の意欲と収入向上」が半数以上。

【調査結果のポイント】

26年度の賃上げの状況

企業経営の状況と先行き

価格転嫁と労働時間規制の緩和

https://hiroginhd.svy.ooo/ng/answers/economic_survey/
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DI
（％ポイント） ▲26.5 ▲21.4 ▲28.3 ▲45.3

最近の「景気認識」は、「良い」と「やや良い」を合わせた割合が15.7％、「悪い」と「やや悪い」を合わせた割合が44.0％で、DI（※）は▲28.3％ポイントと、前回25
年10月調査（▲21.4％ポイント）から低下した（図表1）。6ヵ月程度先のDIは▲45.3％ポイント（現状比▲17.0ポイント）と大幅な悪化を見込んでいる
（図表2）。

（注）例年4月・10月の2回調査を実施、ただし、東日本大震災発生
直後の11年4月は調査未実施（以下同様）

図表１ 最近の景気認識（社数構成比とDI）

Ⅰ. 企業経営の状況 １．景気認識 ～先行きの景況感は大幅に悪化～

図表２ 景気認識DIの推移
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（※）DI（Diffusion Index）＝「良い＋やや良い」企業割合－「悪い＋やや悪い」企業割合（％ポイント）

（注）今回26年4月調査において調査対象企業を見直したことにより、前回25年
10月調査以前とは厳密には連続していない（以下同様）



3

DI
（％ポイント） ▲2.2 ▲5.6 ▲10.7 ▲21.3

図表3 最近の自社の経営状況（社数構成比とDI）

Ⅰ. 企業経営の状況 ２．自社の経営状況 （1）DIのマイナス幅は先行き一段と拡大

図表4 自社の経営状況DIの推移
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最近の「自社の経営状況」は、「良い」と「やや良い」を合わせた割合が22.0％、「悪い」と「やや悪い」を合わせた割合が32.7％で、DIは▲10.7％ポイントと前回調
査（▲5.6％ポイント）から低下した（図表3）。6ヵ月程度先のDIは▲21.3％ポイント（現状比▲10.6ポイント）と、景気認識DI同様に一段のマイナス幅の
拡大を見込んでいる（図表4）。
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製造業のDIは▲13.8％ポイント（前回調査比＋2.4ポイント）と僅かに改善。受注環境良好な造船関連は＋40.0％ポイント（同＋6.7ポイント）と高い水準
を維持しているが、自動車関連（同▲4.9ポイント）をはじめとして、持ち直しの動きは鈍い（図表5）。

一方、非製造業のDIは▲9.5％ポイント（前回調査比▲10.3ポイント）と大きく低下。卸売（同▲18.4ポイント）、小売（同▲11.0ポイント）、旅客（同
▲30.0ポイント）、陸運（同▲18.6ポイント）などでは2桁のマイナスとなった（図表6）。

 6ヵ月程度先は、製造業（現状比▲15.5ポイント）、非製造業（同▲8.7ポイント）ともにマイナス幅が一段と拡大する見込みである。

図表5 最近の自社の経営状況DI（製造業）

Ⅰ. 企業経営の状況 ２．自社の経営状況 （2）製造業・非製造業ともに先行きを懸念

図表6 最近の自社の経営状況DI（非製造業）

（社、％ポイント、ポイント）

25年10月 26年4月 26年10月見通し

n ＤＩ n ＤＩ n ＤＩ
25年10月比 26年4月比

製造業計 228 ▲ 16.2 172 ▲ 13.8 ＋2.4 171 ▲ 29.3 ▲ 15.5

食料品 44 ▲ 22.8 30 ▲ 29.9 ▲ 7.1 30 ▲ 20.1 ＋9.8

繊維・衣服 12 ▲ 16.6 6 0.0 ＋16.6 6 ▲ 16.7 ▲ 16.7

木材・家具 15 ▲ 46.7 10 ▲ 30.0 ＋16.7 10 ▲ 70.0 ▲ 40.0

鉄鋼・金属 30 ▲ 6.6 25 ▲ 24.0 ▲ 17.4 25 ▲ 32.0 ▲ 8.0

一般機械 20 5.0 14 0.0 ▲ 5.0 14 ▲ 28.6 ▲ 28.6

自動車関連 31 ▲ 25.9 13 ▲ 30.8 ▲ 4.9 13 ▲ 38.4 ▲ 7.6

造船関連 9 33.3 5 40.0 ＋6.7 5 20.0 ▲ 20.0

その他製造業 67 ▲ 17.9 69 ▲ 5.8 ＋12.1 68 ▲ 29.4 ▲ 23.6

（社、％ポイント、ポイント）

25年10月 26年4月 26年10月見通し

n ＤＩ n ＤＩ n ＤＩ
25年10月比 26年4月比

非製造業計 372 0.8 465 ▲ 9.5 ▲ 10.3 460 ▲ 18.2 ▲ 8.7

建設 93 11.9 88 3.4 ▲ 8.5 88 ▲ 14.8 ▲ 18.2

卸売 80 ▲ 1.2 87 ▲ 19.6 ▲ 18.4 85 ▲ 33.0 ▲ 13.4

小売 44 ▲ 13.6 69 ▲ 24.6 ▲ 11.0 67 ▲ 31.4 ▲ 6.8

運輸・倉庫 36 ▲ 8.3 30 ▲ 16.7 ▲ 8.4 29 ▲ 34.5 ▲ 17.8

うち海運 7 28.5 9 33.4 ＋4.9 8 37.5 ＋4.1

うち陸運 24 ▲ 16.7 17 ▲ 35.3 ▲ 18.6 17 ▲ 53.0 ▲ 17.7

うち旅客 5 ▲ 20.0 4 ▲ 50.0 ▲ 30.0 4▲ 100.0 ▲ 50.0

情報関連サービス 15 13.3 20 15.0 ＋1.7 20 0.0 ▲ 15.0

医療・介護 16 ▲ 56.3 43 ▲ 44.1 ＋12.2 43 ▲ 39.5 ＋4.6

不動産 28 10.6 41 19.5 ＋8.9 41 14.6 ▲ 4.9

宿泊・飲食 10 30.0 5 20.0 ▲ 10.0 5 ▲ 20.0 ▲ 40.0

その他非製造業 50 6.0 82 ▲ 1.2 ▲ 7.2 82 0.1 ＋1.3
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 25年度の売上高は、「増収」企業の割合が61.3％、うち製造業で55.2％、非製造業で63.4％を占め、資本金別では、全ての規模で「増収」企業が6割を超えて
いる（図表7・8）。

 26年度についても、物価上昇と価格転嫁の動きが続く中で、「増収」を見込む企業（63.0％）は6割超を占めている。

図表７ 売上高の業績別社数構成比
（全体、製造業・非製造業別）

Ⅰ. 企業経営の状況 ３．業績動向 （1）25・26年度ともに6割超が「増収」

図表8 売上高の業績別社数構成比
（資本金規模別）
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 25年度の経常損益は、「黒字」企業が71.5％、うち「増益」企業が30.1％を占めた（図表9）。

 26年度は、「黒字」企業の割合が74.3％に上昇するものの、「増益」企業は18.1％と大きく低下。製造業・非製造業別、資本金規模別でみても2桁ポイント以上
の減少を見込んでおり（図表9・10）、中東情勢の緊張が続く中で、業績の不透明感が増している。

図表9 経常損益の業績別社数構成比
（全体、製造業・非製造業別）

Ⅰ. 企業経営の状況 ３．業績動向 （2）26年度の「増益」予想は大幅減

図表10 経常損益の業績別社数構成比
（資本金規模別）
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米国の関税政策の2025年度業績への影響は、約3分の1の企業が 「マイナス影響がある」と回答した。ただし、「大幅なマイナス影響」とする企業は2％弱にとど
まっており、現状では関税影響は全体としては限定的であったと考えられる（図表11）。

 なお、「マイナス影響がある」企業のうち、具体的な関税対策に取り組んでいる企業は6分の1にとどまっている。また、検討中の企業を含めた対応内容としては、
「経費削減」（48.1％）や「仕入コストの削減」（44.3%）などが上位を占めている（図表12）。

図表11 米関税政策の25年度業績への影響と対応状況

Ⅰ. 企業経営の状況 ３．業績動向 （3）関税影響は全体としては限定的
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図表12 米関税政策への対応内容（上位7項目）

（注1）業績にマイナス影響があり、具体的な対策に取り組んでいる、

または対策を検討中の企業

（注2）複数回答（主なもの３項目まで）

マイナス影響がある企業の関税対策への取組み

（ｎ＝102）
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一方、原材料費・燃料費などのコストや人件費・労務費などの上昇が25年度の業績に与えた影響については、「マイナスの影響がある」とした企業は9割近くに達し、
「大幅なマイナス影響」とする企業も約2割を占めた（図表13）。

参考までに、「大幅なマイナス影響」とする企業は、製造業では鉄鋼・金属（32.0％）や食料品（30.0％）など、非製造業では陸運（52.9％）や医療・介護
（27.9％）などが上位となっている（図表14）。

図表13 原燃料費、人件・労務費等の25年度業績への影響

Ⅰ. 企業経営の状況 ３．業績動向 （4）業績下押しの主因は「原燃料費、人材・労務費等の上昇」

図表14 「大幅なマイナスの影響」の企業割合
（製造業・非製造業別・上位5業種）
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 26年度の経営を取り巻く懸念材料としては、 「イランなど中東情勢の緊迫化」（64.4％）および「物価動向」（63.5％）を挙げる割合がともに6割超に達し、「労
働力不足」（48.0％）、賃金動向（37.8％）などと続いている（図表15）。

 ちなみに、図表16は、縦軸に懸念材料として「イランなど中東情勢の緊迫化」を挙げた割合、横軸に6ヵ月程度先の「自社の経営状況DI」の現状からの変化幅をと
り、業種別にプロットしたものである。とくに、製造業では自動車関連や食料品、鉄鋼・金属など、非製造業では陸運、卸売、小売などで、中東情勢の緊迫化が原燃
料価格などのコスト上昇や供給制約等を通じて、自社に及ぼす影響を懸念していることが窺える。

図表15 経営を取り巻く懸念材料（上位10項目）

Ⅰ. 企業経営の状況 ４．懸念材料と課題 （1）26年度は「中東情勢」と「物価上昇」が最大の懸念

64.4

63.5

48.0

37.8

26.6

25.0

16.1

11.3

10.1

7.2

74.9

60.2

40.9

32.2

19.3

30.4

23.4

16.4

9.9

12.3

60.6

64.7

50.6

39.9

29.3

23.1

13.4

9.5

10.1

5.4

0 % 20 % 40 % 60 % 80 %

イランなど中東情勢の緊迫化

物価動向

労働力不足（採用難など）

賃金動向

金利動向

為替動向（円安）

米国経済(景気)の動向

米国の関税政策の動向

ロシア・ウクライナ情勢の長期化

中国経済(景気)の動向

全体

（n=635）

製造業

（n=171）

非製造業

（n=464）

（注）複数回答（主なもの4項目まで）

食料品

繊維・衣服

木材・家具
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図表16 中東情勢の懸念度合い

全産業
▲10.6

全産業
64.4
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 なお、中長期的な経営課題としては、 「人材の維持・獲得、育成」（65.5％）を挙げる企業が半数以上を占めて最も多く、次いで、「（原材料費や燃料費・
物流費等の）諸コスト、人件費・労務費の持続的上昇」（54.9％）、 「生産性の向上」（31.5％）などと続いている（図表17）。

 このうち、製造業は「諸コスト、人件費・労務費の持続的上昇」のほか、「生産性の向上」や「設備の老朽化・更新」、非製造業では「人材の維持・獲得、育成」
を挙げる割合が相対的に高い。

Ⅰ. 企業経営の状況 ４．懸念材料と課題 （2）中長期課題は「人材」と「コスト」等

（注）複数回答（主なもの4項目まで）

（％）

図表17 中長期的な経営課題（上位7項目）

65.5 

54.9

31.5

27.7 26.3 25.9

21.7

59.2
61.5

39.6

26.6

36.7
34.3

25.4

67.8

52.5

28.5 28.1

22.5 22.9

20.3

0

10

20

30

40

50

60

70

80

人材の維持・獲得、育成 諸コスト、人件費・労務費の

持続的上昇

生産性の向上

（デジタル化含む）

財務体質の強化 設備の老朽化・更新 商品・サービスの開発、

高付加価値化

販路拡大

全体
（n=632）

製造業
（n=169）

非製造業
（n=463）
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 26年度の正社員の賃上げについて、「前年を上回る」とする企業が18.5％、 「前年と同程度」とする企業が58.2％、合わせて4分の3を超える企業が「前年と同
程度以上」の賃上げを決定あるいは検討中である（図表18）。

 「前年と同程度以上の」の賃上げを行う企業は、資本金5千万円未満で約4分の3、5千万円～1億円未満では約9割を占めており、賃上げの機運は全体として
維持されていると考えられる（図表19）。

図表18 26年度の賃上げ状況
（全体、製造業・非製造業別）

Ⅱ. 正社員の賃上げと採用状況 １．賃上げ （1）4分の3超が「前年度と同程度以上」

図表19 26年度の賃上げ状況
（資本金規模別）

18.5 

16.4 

19.3 

58.2

66.1

55.3

7.3

7.6

7.2

16.0

9.9

18.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=632）

製造業

（n=171）

非製造業

（n=461）

前年を上回る 前年と同程度 前年を下回る 今年度は見送る

76.7

82.5

74.6

16.8 

26.8 

23.7 

58.5

63.4

44.7

6.8

4.2

18.4

17.9

5.6

13.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5千万円未満

（n=513）

5千万円～

1億円未満

（n=71）

1億円以上

（n=38）

前年を上回る 前年と同程度 前年を下回る 今年度は見送る

75.3

90.2

68.4
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 ただし、25年度の業績別にみると、「前年と同程度以上」 の賃上げを行うとする回答は、「黒字（増益または横ばい）」企業で8割を超えるが、「黒字（減益）ま
たは収支トントン、赤字」企業においても約7割を占めている（図表20）。

 ちなみに、「黒字（減益）または収支トントン、赤字」企業においても、賃上げを実施する理由として「人材の維持・獲得のため」を挙げる割合は7割超と最も高く、
深刻な人手不足を背景とした「防衛的賃上げ」を行う企業も相当数あると推察される（図表21）。

22.8 

14.3 

60.4

54.8

5.7

9.7

11.1

21.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

黒字

（増益＋横這い）

（n=333）

黒字（減益）＋

収支トントン＋赤字

（n=279）

前年を上回る 前年と同程度 前年を下回る 今年度は見送る

83.2

69.1

図表20 26年度の正社員の賃上げ状況
（25年度の業績別）

図表21 賃上げを実施する理由
（25年度の業績別・上位5項目）

（注）複数回答（主なもの2項目まで）

69.6

63.5

17.5
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8.5

68.5

64.7

15.2

10.4

13.8

71.9

62.7

18.9

17.1

1.4

0 20 40 60 80 100

人材の維持・

獲得のため

物価高による

社員の生活支援のため

最低賃金が

引き上げられたため

社会全体の

賃上げ機運の

高まりのため

業績が改善

しているため

全体

（n=520）

黒字（増益＋横這い)

（n=289）

黒字（減益）＋

収支トントン＋赤字（n=217）

（％）

Ⅱ. 正社員の賃上げと採用状況 １．賃上げ （2）人材の維持・確保のための防衛的賃上げは相当数
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 また、26年度の賃上げ率（定昇込）は、「2～3％未満」の企業が27.3％で最も多く、「1～2％未満」（22.4％）が続いており、「3%以上」は4割台半ば、
「5％以上」は約1割にとどまっている（図表22）。資本金規模別では、5千万円以上の企業で「3%以上」が5割台半ばを占める一方、5千万円未満では「3%
未満」が6割近くに達している（図表23）。

中東情勢の緊迫化を背景に企業物価、消費者物価ともに上昇圧力が強まっており、中小企業を中心に賃上げへの影響が懸念されるほか、「物価上昇を上回る
賃上げの定着」に向けたハードルは一段と高まっている。

図表22 賃上げ率別の企業割合（定昇込） 図表23 賃上げ率別の企業割合（定昇込）
（資本金規模別）
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（n=495）

（％）

57.3 

44.6 

45.2 

15.7

23.1

19.4

15.4

16.9

19.4

11.6

15.4

16.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5千万円未満

（n=389）

5千万円～

1億円未満

（n=65）

1億円以上

（n=31）

3％未満 3～4％未満 4～５％未満 ５％以上

42.7

55.4

54.9

Ⅱ. 正社員の賃上げと採用状況 １．賃上げ （3）賃上げ率「3％以上」は4割台半ば

44.7

12.1
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 25年度の正社員採用を計画した企業は全体の56.2％で、うち採用実績が「計画に満たない」とする企業の割合は46.3％と半数近くに達しており、資本金1億
円未満の企業を中心に多くの企業が採用に苦戦している（図表24）。

 また、新卒社員（26年4月入社）についても同様に、「計画に満たない」（52.0％）が半数を超えている（図表25）。

図表24 25年度の正社員の採用実績
（資本金規模別）

図表25 25年度の新卒社員の採用実績
（資本金規模別）

53.7 

54.0 

41.5 

66.7 

46.3

46.0

58.5

33.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=354）

5千万円未満

（n=263）

5千万円～1億円未満

（n=53）

1億円以上

（n=30）

計画通り 計画に満たない

48.0 

44.4 

42.9 

70.0 

52.0

55.6

57.1

30.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=254）

5千万円未満

（n=169）

5千万円～1億円未満

（n=49）

1億円以上

（n=30）

計画通り 計画に満たない

Ⅱ. 正社員の賃上げと採用状況 ２．採用 ～計画に満たない企業が半数近く～

（注）採用を計画していない企業を除く（注）採用を計画していない企業を除く
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参考までに、回答のあった企業の26年度の新規学卒者の初任給（単純平均）は、「高校卒」で207.7千円（前年差＋6.6千円）、「大学卒」で230.3千
円（同＋7.3千円）、「大学院卒」で240.6千円（同＋6.8千円）となっており、製造業と非製造業、資本金規模にかかわらず上昇している（図表26）。

図表26 26年度の新規学卒者の初任給（単純平均）

全体
製造・非製造業 資本金

製造業 非製造業 ５千万円未満
５千万円~
１億円未満

１億円以上

高校卒
(n=94)

支給額 207.7千円 202.9千円 210.2千円 209.9千円 200.2千円 207.6千円

前年差 ＋6.6千円 ＋4.4千円 ＋7.5千円 ＋7.5千円 ＋2.2千円 ＋8.9千円

前年比 ＋3.3％ ＋2.2％ +3.7％ ＋3.7％ +1.1％ +4.5％

大学卒
(n=124)

支給額 230.3千円 234.6千円 228.9千円 230.4千円 226.3千円 242.6千円

前年差 ＋7.3千円 ＋8.7千円 ＋6.9千円 ＋7.0千円 ＋6.7千円 ＋11.0千円

前年比 +3.3% +3.9% +3.1% +3.1% +3.1% +4.8%

大学院卒
(n=44)

支給額 240.6千円 260.4千円 233.1千円 238.0千円 237.1千円 255.8千円

前年差 ＋6.8千円 ＋11.9千円 ＋6.1千円 ＋7.8千円 ＋3.0千円 ＋9.3千円

前年比 +2.9% +4.8% +2.7% +3.4% +1.3% +3.8%

Ⅱ. 正社員の賃上げと採用状況 ２．採用 【参考】 初任給は製造業・非製造業、資本金規模にかかわらず上昇
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 2025年度（4月以降）の各種コストや人件費・労務費の販売価格への転嫁について尋ねたところ、「価格転嫁を行った」企業は57.9%と6割近くを占めた（図
表27）。ただし、価格転嫁が必要と回答した企業は全体で8割台半ばに達しており、「要請したが実現しなかった」（7.1％）企業や「必要があったが要請しな
かった」（20.4%）企業も相当数みられた。

 また、価格転嫁を実施した企業のうち、カバー率（原材料費などのコストや人件費・労務費の上昇分のうち価格転嫁できた割合）が「8割」に届かない企業は5割
台半ばを占めており、価格転嫁は進展しつつも容易でない状況が窺える（図表28）。

図表27 価格転嫁の実施状況（25年度）

Ⅲ. 価格転嫁の状況 １．実施状況とカバー率 ～6割近くが価格転嫁を行うも、カバー率80%未満が半数以上～

図表28 価格転嫁のカバー率（25年度）

100%（満額）

10.1%

80%～100%未満

34.9%

50%～80%未満

28.7%

30%～50%未満

9.1%

30%未満

17.3%

（n=362）

55.1%

価格転嫁を

行った

57.9%要請はしたが

実現しなかった

7.1%

必要があったが

要請しなかった

20.4%

行う必要が

なかった

14.6%

85.4%

（n=624）



17

 ちなみに、人件費・労務費に係る価格転嫁の難易度について尋ねたところ、「比較的しやすい」（4.2%）および「ある程度できる」（37.0%）を合わせた割合
は約4割にとどまり、資本金1億円未満の企業では、転嫁は「難しい」あるいは「できない」とする企業が半数以上を占めている（図表29）。

 なお、価格転嫁以外の対応では、「経費削減」を挙げる企業が50.1％を占めて最も多く、次いで「生産性の向上」（46.9％）、「自社の商品・サービスの見直
し」（20.9％）などの順となっており、製造業では「生産性の向上」（63.1％）を挙げる割合が相対的に高い（図表30）。

図表30 価格転嫁以外の対応（上位5項目）

Ⅲ. 価格転嫁の状況 ２．人件費・労務費の価格転嫁 ～「難しい」、「できない」が5割強～

図表29 人件費・労務費の価格転嫁の難易度
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16.7

11.9
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(%)

（注）複数回答（主なもの２項目まで）
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35.7
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45.0

45.6
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40.5
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全体
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5千万円未満

（n=504）

5千万円～

1億円未満

（n=71）

1億円以上

（n=37）

比較的転嫁しやすい ある程度は転嫁できる

転嫁は難しい（交渉次第で部分的には可能） 転嫁はできない（交渉しても受け入れられない）

必要がない（影響は小さい）
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労働時間規制の緩和に対する賛否について尋ねたところ、「賛成」が37.2％、「どちらかと言えば賛成」が35.2％と、合わせて約7割が肯定的で、「反対」または
「どちらかと言えば反対」とする回答（5.8％）は1割未満とどまった（図表31）。

製造業・非製造業別、規模別にみても概ね同様の傾向であるが、資本金1億円以上の企業では「賛成」（22.2％）は2割程度にとどまっている（図表32）。

図表31 労働時間規制の緩和に対する賛否
（全体、製造業・非製造業別）

Ⅳ. 労働時間規制の緩和 １．規制緩和への賛否 ～7割超が規制緩和に肯定的～

図表32 労働時間規制の緩和に対する賛否
（資本金規模別）
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22.2 

34.1

35.8

47.2

21.1

22.4

25.0
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賛成理由として、「働きたい従業員の意欲や収入向上につながる」（55.1％）および「繁忙期や閑散期といった業務の波に合わせた柔軟な対応が可能となる」
（49.3％）が5割前後を占めるほか、「人手不足が続く中で、既存社員の勤務時間を増やし業務量を確保しやすくなる」（36.9%）を挙げる企業も3割台半ば
を占めて多い（図表33） 。

一方、反対理由では、「人手不足対応や業務量確保は、生産性の向上により対応すべき」（47.6％）や「働き方改革に逆行し、長時間労働やサービス残業が
常態化する懸念」（42.9％）を挙げる企業が4割を超えている（図表34）。

図表33 規制緩和の賛成理由（上位5項目）

Ⅳ. 労働時間規制の緩和 ２．賛否の理由 ～賛成理由は「従業員の意欲・収入向上」など～

図表34 規制緩和の反対理由（上位5項目）

47.6

42.9

26.2
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16.7
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人手不足への対応や業務量の確保は、業務の効率

化など生産性向上により対応すべき問題であるため

働き方改革に逆行し、長時間労働やサービス残業が

再び常態化する懸念があるため

若年層や優秀な人材など流出につながるとともに、

求職者から敬遠される懸念があるため

長時間労働が慢性化し、過重労働や従業員の心身

の健康悪化につながる懸念があるため

労務管理やコンプライアンス対応が難しくなるため

（％）

（注）複数回答（主なもの2項目まで）

（ｎ＝35）
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働きたい従業員の意欲や収入向上につながるため

繁忙期や閑散期といった業務の波に合わせた

柔軟な対応が可能となるため

人手不足が続く中で、既存社員の勤務時間を

増やし業務量を確保しやすくなるため

現行の労働時間規制が実態に合っていない

と考えているため

時間の制約なく成果を出せる環境を整備することで

競争力を高めることができるため

（％）

（注）複数回答（主なもの2項目まで）

（ｎ＝434）
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今回の調査は、2月末の米国・イスラエルのイラン攻撃から1ヵ月余りが経過した時期に実施した。先行きの景況感および自社の経営状況は大きく悪化し、 企業の
多くが「イランなど中東情勢の緊迫化」と「物価上昇」を今年度最大の懸念材料と捉えている。ただし、実際の影響度合いは十分には織り込まれていないとみられ、
物価上昇と価格転嫁、中間財の供給制約などを中心に、今後の企業経営に及ぼす影響を注視していく必要がある。

中長期的課題として「人材」を挙げる企業が約3分の2に達する中で、「前年と同程度以上の賃上げを実施・検討する」企業が4分の3に達するなど、賃上げの流
れは継続していると考えられる。しかし、今後のコスト上昇に伴い企業収益が大きく下振れすれば、賃上げのモメンタムが鈍化する可能性もある。

【参考】 国内企業物価指数と輸入物価指数の推移
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 本件に関するご照会は、ひろぎんホールディングス経済産業調査部 古谷（082-247-4958）までお願いします。
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